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１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

平成22年度決算

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。 平成22年度決算
      ２　職員数は、22年４月１日現在の人数である。

（３) 特記事項

特になし

（４）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

２　一般行政職給料表の状況（23年４月１日現在）

（注）給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

(単位：円）
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３　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（23年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

平成23年給与実態調査

（注）１　「平均給料月額」とは、23年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外　　　　 
　　　　勤務手当、寒冷地手当（年額を12除した額）でなどのすべての諸手当の額を合計したものであ
　　　　り、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。　

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。(通勤手当、時間外勤務手当、特殊勤務手当、宿日直手当を除いたもの。）

（2) 職員の初任給の状況（23年４月１日現在）

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（23年４月１日現在）

平成23年給与実態調査

４　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（23年４月１日現在）

平成23年給与実態調査

（注）１　富士見町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

富士見町

円
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％
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円
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％
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4　　級
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（2) 昇給への勤務成績の反映状況

　 平成20年１月１日の昇給より、勤務成績の結果を反映

昇給号俸数

特定幹部職員とは、５級以上の管理職職員

５　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円
（22年度支給割合） （22年度支給割合） （22年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当
 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算（5～15％） 管理職加算 なし 役職加算（5～20％）管理職加算（15～25％） 役職加算（5～20％）管理職加算（10～25％）

1.30 2.60 1.352.60 1.35 2.50

１人当たり平均支給額（22年度）
1,377 1,531

－

長野県

特に良好極めて良好昇給区分

2

やや良好でない

3

特定幹部職員

一般職員

68以上

8以上

4以上55歳以上職員（特定・一般）

富士見町 国

0

良好でない

2

1

2

0

0

良好

3

46

１人当たり平均支給額（22年度）

１級

11.6%

１級

13.4%
１級

8.2%

２級
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２級
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２級

7.2%

３級

34.7%

３級

34.0%
３級

36.1%

４級

24.2%

４級

26.8% ４級
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15.8%
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６級
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　【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

平成22年12月の勤勉手当

成績率については、勤務成績の結果により、条

例に定められた支給限度額の範囲内で、その

都度、率を決めている。

（2) 退職手当（23年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　
勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（2～20％加算） その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

（退職時特別昇給　　　　　なし　　　　　　）

１人当たり平均支給額 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、22年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当　　（23年4月1日現在）

富士見町では支給していない

 (4) 特殊勤務手当（23年４月１日現在）

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

47.50 59.28
59.28

25,1818,863 千円

59.28 59.2859.28
47.50

23.50
自己都合 勧奨・定年
23.50

国

30.55
33.50 41.34

自己都合

富士見町

33.50

特地勤務手当 町長が定めた勤務地に勤務する職員

―

3

左記職員に対する支給単価

93

13,351

伝染病防疫処理作業

主な支給対象業務

13,136

月額9,000円以内

職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

　　　　〃

支給実績（22年度決算）

―

一般職

手当の名称

行路死病人取扱作業手当

伝染病防疫作業手当

〃

30.55
41.34
59.28

―支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

1回1,000円以内

　％職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度）

主な支給対象職員

1回3,000円以内

74/100

行路死人の処理作業

支 給 実 績 （ 21 年 度 決 算 ）

作業をした職員

千円

　円

手当の種類（手当数）

作業をした職員

勧奨・定年

63/100

支 給 実 績 （ 22 年 度 決 算 ）

1日500円以内

職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

93

行路病人の処置作業

良好でない

成　績　率

84/100

特定幹部職員

103/100

93/100

82.805/100

73/100

成績区分

特に優秀

優秀

やや良好でない

良好

44/100

64.259/100

54/100
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（6) その他の手当（23年４月１日現在）

①扶養手当の支給額

②住居手当の支給額

③通勤手当の支給額

配偶者

子・孫・父母・祖父母・弟妹・重度心身
障害者

正規の時間外又は休日に宿
日直を命じられた職員に支給
支給額は別記

１人につき月額6,500円（配偶者がいない場合は、そのう
ち１人については11,000円）

円

住居手当

借家等

区分

同じ

教育加算

寒冷地手当
冬期間の暖房費用等の増嵩
分補填する主旨で11月～3月
までの間支給　支給額は別記

区分

手当の額

月額13,000円

円

4,906

通勤のため、交通機関を利用
しその運賃を負担することを
常例とする職員、自動車等を
利用することを常例とする職
員で片道の距離が2.0ｋｍ以
上のもの、支給額は別記

宿日直手当

扶養親族等の区分

手　当　名

通勤手当

扶養手当

管理又は監督の地位にある職
員のうち、規則で定める職員
に支給　支給額は別記

円

61,500

4,266

円

333,473

異なる内容

7,958

職階ごとに支
給割合を定
める

千円

同じ

（22年度決算）

千円

45,194

同じ

11,725

異なる
千円

512

平均支給年額

支給実績 支給職員１人当たり

（22年度決算）

扶養親族のある職員に対し支
給、支給額は別記

国の制度と

円
自ら居住するため住宅を借り
受け12,000円を超える家賃を
支払っている職員に支給、支
給額は別記

内容及び支給単価

6,336

千円交通用具使
用者の距離
区分が異な
る。交通機関
利用者の加
算あり

異なる
4,655

交通機関利用者

手当の額

国の制度

同じ

円

交通用具利用者
距離に応じ月額1,380円～24,000円（限度額）を支給

0.1kmごと区分

○家賃月額23,000円以下  　［家賃相当額］－12,000円
○家賃月額23,000円超   　（［家賃相当額］-23,000円）÷2＋11,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　但し、限度額27,000円

○１ヶ月あたりの運賃相当額30,000円以下    　　［運賃相当額］
○30,000円超 　　　（［運賃相当額］-30,000円）÷2＋30,000円
　　　　　　　　　　　　但し、限度額35,000円

扶養親族である子のうち、満15歳に達する日以後最初の4月1日から、満22歳
に達する日以後最初の3月31日までの間にある子については、月額5,000円を
加算

手当の額

との異同

204,416

管理職手当

千円

192,213

千円
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④宿日直手当の支給額

⑤管理職手当の支給額（率）

⑥寒冷地手当の支給額

６　特別職の報酬等の状況（23年４月１日現在）

円
（ 円 ）

円
（ 円 ）

円
（ 円 ）

円
（ 円 ）

円
（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

［給料月額］×［在任月数］×44/100 14,932千円 任期ごと
［給料月額］×［在任月数］×26/100  7,388千円 任期ごと

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

報

酬

副町長

町 　長

議 　長

副議長

議 　員

町　 長
副町長

区　　　分

円

月額　17,800円

月額　10,200円

円

議 　長

副町長

180,000

議 　員

町　 長

378,000

円

319,000798,000

円／

650,000

円／

円／

280,000

手当の額

１回　4,200円

１回　800円

専任課長級（主幹）

支給割合（給料月額に対する割合）

10/100

8/100

区分

区分

通常

５時間未満

258,000 円／

期
末
手
当

　　（23年度支給割合）

区分

課長級（課長・参事・参与）

手当の額

707,000
592,000

224,000

288,000

2.95

230,000

給

料
円

157,000

給 料 月 額 等

月額　7,360円

副議長

退
職
手
当

（参考）類似団体における最高／最低額

扶養親族のある世帯主

扶養親族のない世帯主

上記以外

備　　　　考

201,000

円

円／

340,000

2.95

　　（23年度支給割合）

494,900
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７　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

（2)年齢別職員構成の状況（23年４月１日現在）

　

平成18年・平成23年給与実態調査

人

52歳

人

18

47歳27歳 31歳 35歳

15 1 1611511 25

～

人

48歳

～

56歳

51歳 55歳

～

59歳

36歳

～

人

39歳 43歳

24歳

～

[         222］

32歳

163

14

～ ～
14

44歳

人

161

[         222］

△ 2

28歳

人

4

小　計

78.94
70.71

△ 2 95.90

人

22

国保
下水道事業

人 人

1510

水道事業

以上

60歳

～

人

小　計

△ 1

0
1

人

13

人

～ ～

16

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

合　　計

0

1

6

11

11

△ 1
＜参考＞

人

計

欠員不補充による減

0

40歳

△ 1

税務
労働

区　分

未満

～

20歳 20歳

23歳

28

普
通
会
計
部
門

消防部門

衛生

商工

総務
議会

農林水産

民生
土木

対前年
増減数

[       　　0］ 105.04
＜参考＞

1

　　　　　　　　区　　分
　部　　門

教育部門

一
般
行
政
部
門

計

欠員不補充による減

0

0

0

89.18
7
3 0

04

＜参考＞

147

26

0

人員見直しに伴う増

欠員不補充による減

7

平成23年
職 員 数

平成22年

12
6

9

122 121

11

3
0

△ 1

主 な 増 減 理 由

29

27

9
43
12

43
11

職員数

149

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成

比

%
（例）
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(3)職員数の推移

（単位：人・％）

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

８　公営企業職員の状況

　(1)　水道事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、23年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

特になし

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（23年４月１日現在）

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

（注）　支給割合・加算措置等は一般会計と同じ

イ　退職手当（23年４月１日現在）

水道事業の個別集計なし

ウ　地域手当

支給なし

148 149

総費用に占める

の増減数（率）

121

△２ （△12.5%）13

161

める職員給与費比率　　　　　　Ｂ／Ａ

163

過去５年間

14

期末・勤勉手当

円

36,912

　　　　　　Ａ
一人当たり

％

8,657

7.136,912 8.5

29

156

173

一般行政

消　防

1617

148

516,132 92,506

純損益又は実

公営企業等会計計

120

千円　

169

Ａ  

　　　　千円

15

33 29

普通会計計

122 119

153

34

　　　　　　　　年　度
部 門 別

119

千円

円

富士見町

5,273

団体平均（水道事業）

人

7

　　計　　Ｂ

千円　

△７ （△21.2%）

△６ （△3.9%）

Ｂ　

職員手当

1,510　千円　

＋１（0.8%)

（参考）全国平均

円

354,952

535,892

21年度の総費用に占

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

円

2,182

％

円

△８ （△4.7%）

給与費 B/A

職員給与費比率

6,443

千円　　　　　千円

１人当たり平均支給額（22年度）

歳団体平均

職員給与費

千円

1,236　千円　
１人当たり平均支給額（22年度）

事業者

平　均　年　齢

歳

区　　分

45.6 362,100

26

161

37.7

基本給

298,202

　質収支

一人当たり給与費

千円

163

平均月収額区　　分

22年

147

14

23年

122

27

21年

22年度

区　　分
総費用

教　育

26,073

20年

歳

22年度

富士見町

給　 料
職員数

18年 19年

千円

総合計
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エ　特殊勤務手当（23年４月１日現在）

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（23年４月１日現在）  

一般会計と同じ

 (2)　下水道事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算
　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、23年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項
特になし

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（23年４月１日現在）

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

（注）　支給割合・加算措置等は一般会計と同じ

イ　退職手当（23年４月１日現在）
下水道事業の個別集計なし

ウ　地域手当
支給なし

純損益又は実

Ｂ　

総費用に占める職員給与費総費用

102

手当の種類（手当数）

手当の名称

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

支 給 実 績 （ 21 年 度 決 算 ）

　％－

312

職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度）

816

主な支給対象業務

1

左記職員に対する支給単価

45

水道事業職員

％

21年度の総費用に占

める職員給与費比率　　　　　　Ｂ／Ａ

月額500円

　円

薬物取扱手当

2.0

一人当たり職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 （参考）全国平均

19,508 1.4
千円　

22年度

主な支給対象職員

千円

987,679
％

　質収支
Ａ  

　　　　千円 千円　

職員給与費比率

職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

施設の維持管理作業

区　　分

－

支給実績（22年度決算） （支給なし）

158,411

給　 料 職員手当
千円人 千円 千円 千円

一人当たり給与費

区　　分
歳

　　　　　千円

366,194
基本給

322年度 14,038 544

　　　　　　Ａ

平　均　年　齢
46.7

平均月収額

千円
4,926 19,508 6,502

円420,250
円
円

団体平均
事業者

歳 530,720
歳

円358,932
富士見町 円

44.5

１人当たり平均支給額（22年度） １人当たり平均支給額（22年度）
1,642　千円　 1,494　千円　

6,380

区　　分
期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 給与費 B/A

富士見町 団体平均（水道事業）

支 給 実 績 （ 22 年 度 決 算 ）
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エ　特殊勤務手当（23年４月１日現在）

オ　時間外勤務手当

千円
千円
千円
千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（23年４月１日現在）  
一般会計と同じ

職員１人当たり平均支給年額（21年度決算） 119

　％
支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算） ― 　円

主な支給対象業務

支給実績（22年度決算） （支給なし）

1手当の種類（手当数）

千円

施設の維持管理作業

支 給 実 績 （ 21 年 度 決 算 ） 238

支 給 実 績 （ 22 年 度 決 算 ） 258

左記職員に対する支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度） ―

職員１人当たり平均支給年額（22年度決算） 86

１回当たり500円
手当の名称 主な支給対象職員

下水道業務手当 下水道事業職員
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